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詣詣 高齢受給者証の負担割合の再判　高齢受給者証の負担割合の再判定定
　７０歳以上で国保に加入している方の医療費の負担

割合を、前年所得に応じて１割または３割に再判定

し、新しい高齢受給者証を７月末に送付します。

　８月１日以降、医療機関などで受診する際には、

被保険者証と新しい高齢受給者証（色は薄だいだい

色）を提示してください。今までの受給者証（色は

白色）は使用できません。

●基準収入額適用申請

　負担割合が３割と判定された方でも、前年の収入

が次のいずれかに該当する方は、申請をすることで

負担割合が１割に変わる場合があります。該当する

方には申請書を送付しますので、申請してください。

①７０歳以上の国保に加入している方が世帯に１人の

場合で、その方の収入額が ３ ８ ３ 万円未満

②７０歳以上の国保に加入している方が世帯に２人以

上いる場合で、その方たちの収入の合計額が ５ ２ ０ 

万円未満

③７０歳以上の国保に加入している方の収入が ３ ８ ３ 万

円以上で、同一世帯の後期高齢者医療制度に加入

している方との収入の合計額が ５ ２ ０ 万円未満

計計 限度額適用・標準負担額減額認定につい　限度額適用・標準負担額減額認定についてて
　国保には外来・入院共に、同一医療機関における

同一月内での個人単位の医療費自己負担額が一定の

金額までとなる「限度額適用認定」や、入院時の食

事の自己負担額が減額される「標準負担額減額認定」

の制度があります。対象になると思われる方は、事

前に申請してください。

※既に認定証をお持ちの方には更新の案内を７月下

旬に郵送します。

認定対象者

▼限度額適用認定…①７０歳未満で、国保税に未納

がなく、税申告をしている世帯の方　②７０歳以

上で住民税非課税世帯の方

　 ▼標準負担額減額認定…市民税非課税世帯の方

申請に必要なもの　被保険者証、印鑑（スタンプ印

は不可）、現在お持ちの認定証（所有者のみ）、

高齢受給者証（所有者のみ）、過去１年間の入院

日数の分かる領収書（９０日を超えている方のみ）

蛍蛍 勤め先の健康保険などに加入した後は、国　勤め先の健康保険などに加入した後は、国民民
健康保険被保険者証は使用できませ　健康保険被保険者証は使用できませんん

　勤め先の健康保険などへの加入により、国保の資

格がなくなったにも関わらず、国民健康保険の被保

険者証を使用して医療機関を受診した場合は、速や

かに医療機関に新しい被保険者証を提示してくださ

い。資格を喪失したにも関わらず、国保の給付を受

けると不当利得に当たることになり、後日市から医

療費の保険給付分の返還を請求します。

医療費の返還後の手続きは医療費の返還後の手続きは？？

　　医療費の返還が確認でき次第「診療報酬明細書（レセプ

　　ト）の写し」を郵送しますので、新たに加入した健康保

険などにお問い合わせください。

Q

A

医療費の保険給付分医療費の保険給付分のの
返還とは何ですか返還とは何ですか？？

　　国保に加入している方が医療機

　　関などを受診する際は、窓口で

被保険者証を提示すると窓口での負

担は３割（２割または１割）となり、

残りの７割（８割または９割）は市

の国保から医療費の給付分として医

療機関などへ支払われます。このた

め、資格喪失後の受診により、不当

利得の該当となった場合は、この医

療費の給付分を市の国保へ返還して

いただきます。

Q

A
　　例えば、次の場合に該当します。

　　・会社に就職して健康保険の適用となったが、被保険者

証の交付が遅れたため国民健康保険の被保険者証を使用して

しまった。

・医師国保や建設国保など国保組合にさかのぼって加入した。 

Q どんな時に該当しますかどんな時に該当しますか？？

A
２１

３



国民健康保険のお知ら国民健康保険のお知らせせ

９９ 平平成成２２５５年年７７月月１１日日号号広広報報

繋繋　国民健康保険国民健康保険税税（国保税）（国保税）の決定通知を発送しの決定通知を発送しまますす
　２５年度の国保税の決定通知を7月中旬に発送します。今年度から7月～翌年2月の毎月が納期となります。

８期７期６期５期４期３期２期１期期　別

２６年２月２６年１月１２月１１月１０月９月８月７月納期月

▼２５年度国保税納期一覧

問合先　保険年金課国民健康保険担当（緯６５・２１０３）

罫罫 国保税の納め　国保税の納め方方
　国保税の納税義務者は世帯主です。世帯主が会社

の健康保険や後期高齢者医療保険などに加入してい

る場合でも、世帯の中で１人でも国民健康保険（国

保）に加入していれば、世帯主が国保税の納税義務

者になります。

　国保税の納め方には、納付書や口座振替で納付す

る普通徴収と年金から天引きされる特別徴収の2通

りがあります。特別徴収は次の①～③全てに該当す

る方が対象となります。

①国保の加入者全員が６５歳以上７５歳未満で構成され

ている世帯の世帯主

　※国保に加入していない世帯主を除く。

②既に介護保険料が特別徴収されている６５歳以上の

方で年間１８万円以上の年金受給者

③国保税と介護保険料の１回当たりに徴収する金額

が、２か月に１回支給される年金受給額の２分の

１を超えない方

●「年金からの天引き」と「口座振替」の選択がで

きます

　年金から天引きされる（特別徴収）方でも、口座

振替による納付（普通徴収）に変更できます。変更

を希望する方は、保険年金課に申し出ください。

持ち物　①被保険者証　②通帳　③通帳で使用して

いる印鑑

※既に口座振替を申し込んでいる方は②、③は不

要です。

荊荊　加入・喪失した場合は１４日以内に届け出が加入・喪失した場合は１４日以内に届け出が必必要要
　国保の資格が新たに発生したり、資格要件が変わ

ったりしたときなどは１４日以内に届け出をしてくだ

さい。１４日以内に届け出をしなかった場合、医療費

が全額自己負担になることがありますのでご注意く

ださい。

届け出が必要な場合　　　　　　　　　　　　 

▲

国保に入るとき…①他市町村から転入してきたと

き　②今まで入っていた健康保険をやめたとき　

③子どもが生まれたとき

▲

国保をやめるとき…①他市町村へ転出したとき　

②他の健康保険に入ったとき　③亡くなったとき

▲

その他…住所、氏名、世帯主が変わったとき

茎茎　全期別全期別分分（（１１年分）年分）のの納付書を一括送付し納付書を一括送付しまますす
　今年度から、納税通知書を送る際に全期別分の期

別納付書を一括して送付します。期別や納期限をご

確認の上、納付場所で納めてください。１年分をま

とめて納めることもできます（前納報奨金はつきま

せん）。また、年度途中で税額に変更があった場合

は、税額を変更した納税通知書と納付書を改めて送

付します。

　なお、口座振替を申し込んでいる方や年金から国

保税が天引きされる特別徴収の方の納付方法は変更

ありません。



広広報報平平成成２２５５年年７７月月１１日日号号 １１００

　保険料額は、１人ずつ均等に負担していただく「均等割額」と、所得に応じて負担していただく「所得割

額」の合計額です。なお、１人当たりの上限額は年間５５万円です。

保 険 料 の保  険  料  の  計計  算算

所得割所得割額額
（（総所得金額など－３３総所得金額など－３３００，，００００００円円））××８８．．５5５5％％（所得割率）（所得割率）

＝ ＋
２５年度の
保険料額

均等割均等割額額
（（４４３３，，５１５１００円円））

減  額 ・ 減  免  内  容対　　　　象　　　　者種　　類

均等割額を９割減額

（減額後均等割額 ４ ，３５１  円）

総所得金額などの合計が３３万円以下

の世帯で、被保険者全員が年金収入

８０万円以下かつ年金以外の所得がな

い世帯
４月１日現在の世

帯状況において、

同じ世帯に属する

「世帯主」と「後

期高齢者医療被保

険者」の総所得金

額などの合計額

所得状況に応じた減額

（均等割額）

均等割額を ８ ． ５ 割減額

（減額後均等割額 ６ ，５２６   円）

総所得金額などの合計が３３万円以下

の世帯で、９割減額が適用されない

世帯

均等割額を５割減額

（減額後均等割額２１，７５５円）

総所得金額などの合計が３３万円を超

え、３３万円＋２４万５千円 ×（世帯主

でない被保険者数）以下の世帯

均等割額を２割減額

（減額後均等割額３４，８０８円）

総所得金額などの合計が３３万円を超

え、３３万円＋３５万円 ×（被保険者数）

以下の世帯

所得割額を５割減額
「後期高齢者医療被保険者」本人の総所得金額などの

合計から３３万円を引いた金額が５８万円以下の方

所得状況に応じた減額

（所得割額）

均等割額を９割減額

（減額後均等割額 ４ ，３５１  円）

所得割額は課せられません

後期高齢者医療の被保険者になる前日に会社の健康保

険や共済組合などの被扶養者だった方（これまで自分

で保険料を払っていなかった方）

被扶養者だった方への

保険料の特例措置

災害の程度に応じて減免災害により著しい損害を受けた方被災

所得減少の程度に応じて減免
事業の廃止や失業などにより、収入が著しく減少した

方のうち、総所得金額などが一定額以下の方
所得激減

　後期高齢者医療保険料の減額・減免制度には、次のものがあります。   

保険料の減額・減保険料の減額・減免免

　保険料の納付方法には、受給している年金から保

険料が天引きされる「特別徴収」と、納付書や口座

振替で納付する「普通徴収」の２通りがあります。

納付方法ごとの対象者は右表のとおりです。

※納付書で納付する方には「後期高齢者医療保険料

期別納付書」を送付します。

●納付方法の変更について

　納付方法を特別徴収から口座振替による普通徴収

に変更することができます。変更を希望する場合は、

事前に届け出が必要です。

※８月１日昭までに申請すると、１０月から口座振替

に変更できます。

申請に必要なもの　保険証、預金通帳、通帳で使用

している印鑑

▼後期高齢者医療保険料の納付方法一覧表

 納付方法対　　　象　　　者

普通徴収

①年金の額が年間１８万円未満または後期

高齢者医療保険料と介護保険料を合わ

せた保険料額が、年金額の２分の１を

超える方

普通徴収

②所得の変動などにより、保険料額が変

更された方

※２４年度中に保険料額が変更された方

で、上記の①以外の方は、原則とし

て１０月から特別徴収となります。

普通徴収

（口座振替）

③特別徴収に該当する方で、普通徴収へ

変更を希望した方。また、希望により

口座振替の申し出をした方

特別徴収④上記の①②③以外の方

保険料の 納 付 方 保 険 料 の 納 付 方 法法
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罫罫　２２５５年年度度の保険料額が決まりまの保険料額が決まりまししたた

後期高齢者医療制度のお知ら後期高齢者医療制度のお知らせせ

　保険料額は、７月中旬に「後期高齢者医療保険料額決定通知書」や「後期高齢者医療保険料納入通知書兼

特別徴収開始通知書」などを送付し、お知らせします。

医療費の限度額適用・標準負担額減額認定の申医療費の限度額適用・標準負担額減額認定の申請請
　後期高齢者医療制度には、医療費の自己負担額が

減額される「限度額適用認定」や、入院時の食事の

自己負担額が減額される「標準負担額減額認定」の

制度があります。対象になると思われる方は申請し

てください。

※既に「後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減

額認定証」をお持ちの方で、２５年度も引き続き非

課税世帯の方には、新しい認定証を７月下旬に郵

送しますので申請は不要です。

対象　２５年度の市民税（２４年所得）が非課税世帯の

方

申請に必要なもの　保険証、印鑑（スタンプ印は不

可）、過去１年間の入院日数の分かる領収書など

（９０日を超えている方のみ）

繋繋　８月から保険証８月から保険証がが変わ変わりりますます
後期高齢者医療被保険者証（保険証）の更後期高齢者医療被保険者証（保険証）の更新新

　現在、後期高齢者医療保険に加入している方がお

持ちの保険証は、７月３１日で使用できなくなります。

８月１日から使用できる保険証を７月下旬に簡易書

留郵便で送付します。受け取るときに、署名または

押印が必要です。また、配達時に不在の場合は、郵

便受けなどに「不在通知書」が投函されますので、

記載された方法で受け取りを行ってください。

※保険証は住民票に記載された住所に送付され、転

送されません。送付先を変更したい方は、事前に

届け出が必要です。

保険証についての注意事項　①保険証の貸し借りは

できません　②コピーした保険証は使用できませ

　ん　③保険証を無くした場合などは再交付の届け

出をしてください。

その他　①保険証の色が変わります　②負担割合

（１割または３割）は前年所得に応じて毎年決定

しています。保険証の更新に伴い、負担割合が変

わることがあります。

●基準収入額適用申請

　負担割合が３割と判定された方でも、前年の収入

によっては、申請をすることで負担割合が１割に変

わる方もいます。前年の収入が次のいずれかに該当

すると思われる方は申請してください。

申請により１割となる方

①後期高齢者医療被保険者が世帯に１人の場合で、

その方の収入額が ３ ８ ３ 万円未満

②後期高齢者医療被保険者が世帯に２人以上いる

場合で、その方たちの収入の合計額が ５ ２ ０ 万円

未満

③後期高齢者医療被保険者（世帯内に１人で収入

が ３ ８ ３ 万円以上）と同一世帯内にほかの健康保

険に加入している７０～７４歳の方がいる場合で、

その方たちの収入の合計額が ５ ２ ０ 万円未満

申請に必要なもの　保険証、印鑑（スタンプ印は不

可）、確定申告書の控えなど収入が確認できる書

類

　後期高齢者医療制度は、高齢の方が安心して医療を受け続けられるようにするための医療制度です。ここ

では、後期高齢者医療被保険者証（保険証）の更新や、今年度の保険料額などについてお知らせします。

申請・問合先　保険年金課医療担当（緯６５・２１０５）

▲後期高齢者医療被保険者証の見本
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そ　　の　　他受　　　給　　　対　　　象　　　者医療制度

小学校就学時に障害者医療や母子

家庭等医療の対象となる方は該当

医療制度に移行します。移行手続

きを行ってください。

中学３年生（１５歳到達の年度末）までの方子ども医療

身体障害者手帳１～３級の方と療

育手帳Ａ判定の方で、６５歳から７４

歳までの間に後期高齢者医療保険

へ移行しない場合は福祉医療制度

が使えなくなります。

小学校就学から６４歳までで次のいずれかに該当する方

①身体障害者手帳１～３級（腎臓機能障害は４級、進行性筋

萎縮症は４～６級を含む）の方

②療育手帳ＡまたはＢ判定の方

③自閉症状群と診断された方

④戦傷病者手帳をお持ちの方
障害者医療

身体障害者手帳１～３級の方と療

育手帳Ａ判定の方で、後期高齢者

医療保険に加入した方は後期高齢

者福祉医療の対象となります。移

行手続きを行ってください。

６５歳から７４歳までで次のいずれかに該当する方

①身体障害者手帳の腎臓機能障害は４級、進行性筋萎縮症は

４～６級の方

②療育手帳Ｂ判定の方

③自閉症状群と診断された方

④戦傷病者手帳をお持ちの方

扶養している人数に応じて所得制

限があります。

新規・更新申請は保険年金課での

み受け付けます。

次のいずれかに該当する方（児童が１８歳到達の年度末まで）

　①母子（父子）家庭の母（父）と児童

　②父母のいない児童と、父母のいない児童を扶養している配

　　偶者のいない養育者

母子家庭等医療

６５歳から７４歳までに後期高齢者医

療保険へ移行しない場合は福祉医

療制度が使えなくなります。

６４歳以下で精神障害者保健福祉手帳１級または２級の方

精神障害者医療
７５歳以上の方は後期高齢者福祉医

療の対象となります。移行手続き

を行ってください。

７４歳以下で次のいずれかに該当する方

①障害者自立支援法の支給認定による自立支援医療受給者証

（精神通院）の交付を受けた方

②入院を伴う精神障害の診療を受けている方

移行しない場合は、福祉医療制度

が使えなくなります。

６５歳以上で後期高齢者医療保険に加入し、次の福祉医療制度に

該当する方

　①障害者医療

　②精神障害者医療

後期高齢者

福祉医療

―７５歳以上で母子家庭等医療に該当する方

―

７５歳以上の市民税非課税世帯で次のいずれかに該当する方

（同一敷地内に親族がいる方や、別世帯の親族の市民税扶養控

除対象者を除く）

　①単独世帯でお住まいの方（ひとり暮らしの方）

　②要介護認定４以上（ねたきり・認知症の方）で３か月以上

　　経過している方

―
身体の発育が未熟のまま出生した乳児（未熟児）で、指定医療

機関の医師が入院養育を必要と認めた方
養育医療

※受給中に住所や健康保険証の変更があった場合は、必ず届け出をしてください。

　福祉医療制度とは、健康の向上と福祉の増進のた

め、市内在住で、下記の一定条件を満たす方に対し

て、保険診療で受診した医療費の自己負担額（食事

代を除く）を助成する制度です。

　各種医療の対象者については下表のとおりですの

で、該当する方は申請してください。母子家庭等医

療以外の各種申請・変更手続きは、各支所生活課で

もできます。

　保険証と印鑑（スタンプ印は不可）以外に申請に

必要なものや助成内容の詳細については、お問い合

わせください。

申請・問合先　保険年金課医療担当（緯６５・２１０６）

福祉医療制度のお知ら福祉医療制度のお知らせせ
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都市計画マスタープラン地区別市民意見交換会を開都市計画マスタープラン地区別市民意見交換会を開催催

　市では、土地の利用方法や道路・公園・下水道の

整備など、将来のまちの姿を描く「都市計画マスタ

ープラン」を策定します。計画策定に当たり、皆さ

んが常日頃感じている地域の魅力や課題などを把握

し、計画に反映させるため意見交換会を開催します。

どなたでも参加できますので、ぜひお越しください。

地区名・日時など　下表のとおり

問合先　都市計画課計画担当（緯６５・２１４４）

場　　　　 所日　　　　時地　　　区　　　名

室場ふれあいセンター多目的ホール（２階）８月３日松　午前１０時室場・三和地区

文化会館会議室３０２（３階）８月３日松　午後１時３０分平坂・寺津・福地地区

文化会館会議室３０２（３階）８月３日松　午後４時西尾・米津地区

幡豆いきいきセンターつつじホール（２階）８月４日掌　午前１０時幡豆地区

吉良町公民館会議室５（３階）８月４日掌　午後１時３０分吉良地区

一色町公民館会議室１（３階）８月４日掌　午後４時一色地区

▼地区別市民意見交換会一覧

風しん予防接種費用の一部を助風しん予防接種費用の一部を助成成

対象　次のいずれかに該当する方（内縁含む）。ただ

し、過去に風しんを発症したことがある方を除く。

　①妊娠を予定または希望する女性やその夫

　②妊娠している女性の夫

接種期間　２６年３月３１日捷まで

接種場所　医療機関

※接種ができる市内の医療機関は、お問い合わせ

ください。市ホームページでも確認できます。

接種方法　医療機関へ事前に予約し、接種日に接種

券と健康保険証を提出してください。

接種券の発行　健康保険証、母子健康手帳（対象②

の方のみ）を持参の上、西尾市保健センターまた

は吉良保健センターへ。ただし、生活保護世帯の

方は、福祉課で発行します。

助成額　自己負担の内 ５ ，０ ０ ０ 円分を助成します。医

療機関の窓口で助成額を差し引いた額をお支払い

ください。ただし、非課税世帯や生活保護世帯の

方は接種費用は無料。

その他　６月中に接種をした方には還付をします。

健康保険証、予診票の写し、領収書、認め印、振

り込み先の分かるものを持参の上、直接西尾市保

健センターまたは吉良保健センターへ。

問合先　西尾市保健センター（緯５７・０６６１）、吉良

保健センター（緯３２・３００１）

市文化事業 森繁和講演会「勝ち続ける力市文化事業　森繁和講演会「勝ち続ける力」」

日時　９月２９日掌　午後１時３０分開場、

２時開演　

場所　文化会館大ホール

入場料（全席自由）　 １ ，０ ０ ０ 円。ただ

し、高校生以下は ５ ０ ０ 円

講師　中日ドラゴンズ前ヘッドコーチ

森繁和氏

入場券販売開始日　７月２３日昇

入場券販売場所　文化会館、岩瀬文庫、

一色町公民館、吉良町公民館、幡豆

公民館、おしろタウン・シャオのイ

ンフォメーション

その他　①車いす席を利用する方は入

場券購入時に申し出ください　②就

学前のお子さんは入場できません　

③託児を希望する場合は事前申し込

みが必要です　④販売開始日に限り、

１人５枚までの購入制限があります。

問合先　文化振興課庶務担当（緯５６・

６６６０／岩瀬文庫内）

▲

森
繁
和
氏


